
災害発生時において、伊根町災害対策本部が設置された場合、議長は「伊根町議会

災害対策支援本部」の設置を決定し、伊根町の災害対策活動を支援するとともに、議

員自らが迅速かつ適切な災害対応に取り組むため、議員としての役割や行動を明確

にする。 

 

 

伊根町議会における災害発生時の対応要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、伊根町内において災害が発生し、伊根地域防災計画に基づく伊

根災害対策本部（以下「町対策本部」という。）が設置された場合において、伊根町議

会が町対策本部と連携し、迅速かつ適切な災害対応を図るため、必要な事項を定め

るものとする。 

 

 （本部の設置）  

第２条 伊根町議会議長（以下「議長」という。）は、災害により町対策本部が設置され

た場合、伊根町議会内に伊根町議会災害対策支援本部（以下「本部」という。）を置く

ものとする。 

２ 議長は、本部を置いたときは、直ちに全議員へ周知を図るとともに町対策本部に連

絡し、協力体制を確認するものとする。 

 

 （本部の構成） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員で構成する。 

２ 本部長は、議長をもって充て、本部の事務を総括し、本部員を指揮監督する。 

３ 副本部長は、副議長をもって充て、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、そ

の職務を代理する。 

４ 本部員は、本部長及び副本部長を除く全ての議員をもって充て、本部長の命を受

け、本部の事務に従事する。 

 

（本部の任務） 

第４条 本部は、次に掲げる事務を行うものとする。 

 (1) 議員の安否等の確認を行うこと。 

 (2) 町対策本部から災害情報の報告を受け、各議員に情報提供を行うこと。 

 (3) 災害情報の収集及び整理を行い、町対策本部に提供すること。 

(4) 被災地及び避難所等の調査を行うこと。 

 (5) 必要に応じて、町、府、国等関係機関への要請及び要望を行うこと。 



(6) その他、本部長が必要と認める事項に関すること。 

 

（議員の対応）  

第５条 議員の対応は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 自らの安否及び居所又は連絡場所を本部に報告し、連絡体制を確立すること。 

(2) 本部より情報の提供を受けること。 

 (3) 各地域における被災地及び避難所等での情報収集を行い、必要に応じて本部

へ報告すること。 

 (4) 各地域における自主防災組織の活動に協力すること。 

(5) 各地域において被災者に対する相談及び助言等を自主防災組織と連携して行

うこと。 

 

（議会事務局の対応） 

第６条 議会事務局における対応は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 事務局長は、町対策本部の会議等に出席し、情報収集に努めるとともに、本部

へ情報提供を行う。 

 (2) 事務局職員は、本部の業務に従事する。 

 

 （補則）  

第７条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は本部長が定めるものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和元年６月１１日から施行する。 

 



災害時行動マニュアル 

  

議会開催時等の議会及び議員の行動の取り決め事項を明確にする必要があるた

め「災害時行動マニュアル」です。   

  

１．会議中災害発生時 

① 議員及び議会事務局は、各自安全確保し、傍聴者に安全確保の指示をする。  

② 議長（委員長）は、災害の状況に応じて「休憩」、「延会」の宣言をする。 

「休憩」を宣言する場合 

 ・揺れを感じる程度の地震発生時 

    ・庁舎内の火災発生時（火災被害が著しい場合は、後ほど「延会」を宣言）  

・津波警報発表時 

    ※休憩宣言後、安全が確認できた場合は会議を再開する。 

「延会」を宣言する場合 

・物につかまりたいと感じる地震発生時 

・庁舎内の火災発生時（当日の会議継続が困難と判断できる場合）  

・大津波警報発表時  

・警戒宣言発令時  

（※気象庁「震度と揺れ等の状況（概要）」 参考）  

③ 議員及び議会事務局は、負傷者の確認をし、負傷者がいる場合は、安全な範

囲で周囲の協力を得ながら応急手当をする。 

④ 議会事務局長は、書記に避難路の状況確認を指示する。 

⑤ 書記は、議会事務局長に避難路の状況を報告する。 

⑥ 議長は、避難指示をする。 

⑦ 議員及び議会事務局は、傍聴者を避難誘導する。なお、避難器具を使用する

場合、傍聴者を優先し、議会事務局は避難の介助を行う。 

⑧ 庁舎から避難する。物につかまりたいと感じる地震発生時及び大津波警報発表

時は、すみやかに高台へ避難する。 

⑨ 議長（委員長）は、後日、議員に今後の対応について連絡する。 

 ※ 休会（閉会）中に庁舎内にいる場合も同様の対応をする。  

  

◆ 議長は、議会運営委員会の議決を経て、町長に対し会議に付議すべき事件を示

して臨時会の招集を請求することができます。（地方自治法第 101 条第２項） 

◆ 議会を開催するための定足数は、議員定数の半数以上の５名です。（地方自治法

第 113 条）  

  



２． 大規模災害発生時 

   ※大規模災害とは 

    ・震度６以上の地震発生時（町内） 

    ・大津波警報発生時 

    ・警戒宣言発令時 

（１）初動態勢 

  ① 会議中の場合、「１ 会議中災害発生時」のとおりとする。 

  ② 議員は、自身の安全確保に努める。 

③ 議員は、被災地及び避難所等における自主防災組織の活動を補助する。ま 

た、被災者等に対する相談及び助言等を自主防災組織と連携して行う。  

④ 議会事務局は、安否確認を行う体制が整い次第、「電話」、「メール」等による 

安否確認を行う。 

⑤ 議員は、④の手段による安否確認を受けた場合、すみやかに議会事務局へ 

報告する。 

⑥ 議員は、議会事務局から自身の状況と所在の照会を受けた場合、すみやか 

に報告する。 

⑦ 議会事務局は、議員の安否確認後、議長に報告する。 

⑧ 議会事務局は、必要に応じて正副議長を招集する。 

⑨ 議員は、災害対策本部に直接問い合わせしない。  

  

（２）情報確認方法 

① 議長は、町内の災害情報等が必要な場合、災害対策本部の情報により確認す

る。  

② 議長及び議員は、情報提供資料に関する伝達を議員連絡網により行う。なお、

議員は、常時において、各議員の電話番号（携帯電話を含む）、携帯電話のメー

ルアドレス、ＳＮＳ等の情報を共有する。  

  

（３）行動時の留意事項 

① 災害発生直後は、家屋の倒壊や火災、道路等の寸断なども想定され、また、緊

急車両の通行ルートを確保するため、移動手段は原則として徒歩又は自転車、

バイク等を利用すること。 

② 服装は、災害対応活動に支障のない安全な服装とし、各自の判断でヘルメット、

手袋、懐中電灯、携帯ラジオ、カメラ、筆記用具など必要な用具等を携行する。ま

た、個人用として食料、飲料水等も携行して行動すること。 


